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はじめに 

 

帳票作成支援システムは、「集積計画」・「配分計画案」に関する各種書類の作成を行うシス

テムで、市町村等窓口での契約業務の負担軽減を目的として、平成 26 年に導入しました。 

令和２年度からは、「集積計画一括方式」を導入しており、通常の契約業務は、様式第７号

及び様式第８号の「農用地利用集積計画」を使用します。 

その他、機構が既に借り受けている、又は知事裁定により中間管理権を設定している農地

を転貸する場合（再配分）、現在の受け手から新たな受け手に権利を移転する場合（権利移転）

等、集積計画一括方式で手続きできないケースでは、従来の配分計画の県公告により権利設

定するため、様式第９号又は様式第 15 号を使用してきました。集積計画一括方式で手続きで

きないケースの詳細については、「農地中間管理事業の事務処理手引き」をご覧ください。 

令和５年度からは、法改正により配分計画がなくなり、再配分・権利移転は新たな計画で

ある「促進計画」を使用することとなりました。 

この度、法改正に伴う対応として、様式第７号及び様式第８号は継続して使用しつつ、新

たに「促進計画」に係るシステム（再配分：様式第９号、権利移転：様式第１５号）を新設し

ました。 

システムの操作については、業務の効率化に資するよう適宜変更を続けるとともに、業務

委託先の担当者の皆様からいただいたご要望、ご意見を参考に改良を行っていますが、より

使いやすくなるように今後も工夫して参りますので、お気づきの点があれば、多少に関わら

ず、御連絡いただけますと幸いです。 

 

帳票作成支援システムの操作方法を記載した本ガイドは、次の全４章から構成されます。 

 

第１章 帳票作成支援システムについて 

帳票作成支援システムで作成される帳票の種類及びシステムを構成するファイルや作業

前の注意点を説明します。 

 

第２章 帳票ファイル作成について 

帳票ファイル（様式第７号・８号・９号・15 号）の作成にあたり、帳票作成支援システム

の各入力項目と留意点について説明します。 

 

第３章 帳票ファイルの確認について 

契約者毎に作成された帳票ファイル（様式第７号・８号・９号・15 号）の内容確認と直接

入力が必要、入力不要項目について説明します。 

 

第４章 帳票の印刷・プレビューについて 

契約者毎に作成された帳票ファイル（様式第７号・８号・９号・15 号）の印刷・プレビュ

ー方法について説明します。 
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第１章 帳票作成支援システムについて 

１.１ システムの概要 

本システムは、Microsoft 社の表計算ソフト Excel を使用し、一覧表に入力したデータ

から借入・貸付の帳票ファイル（様式第７号・８号・９号・15 号）を自動で作成するシス

テムです。 

作成された帳票ファイルに含まれる契約書類は次のとおりです。 

※１：市町村長の印については、各市町村等の規程に基づき省略しても構いません。 

※２：システムで作成できる、１契約あたりの最大筆数は 3,000 筆です。筆数が多い場合に

は、自動的に別紙が作成されます。なお、１契約が 3,000 筆を超える場合は、契約書

を分けて作成する必要がありますのでご相談ください。 

※３：令和５年度より、各書類の押印は不要としました（割印・捨印も不要のため、ホチキス止

めも不要）。ただし、各業務委託先の判断により、押印しても可。 

 

集積計画一括方式で使用 その他転貸で使用 権利移転で使用 

備 考 集積計画 

（様式第７号） 
集積計画 

（様式第８号） 
促進計画案 

（様式第９号） 
促進計画案 

（様式第 15 号） 

書類送付鑑 

（同意依頼） 
書類送付鑑 

（同意依頼） 
書類送付鑑 書類送付鑑 ※１ 

各筆明細（公社/市

町村（農委）/本人） 
各筆明細（公社/市

町村（農委）/本人） 
促進計画案（認可先

/本人/公社） 
促進計画案（認可先

/本人/公社） 
※２、３ 

共通事項（公社/市

町村（農委）/本人） 
共通事項（公社/市

町村（農委）/本人） 
共通事項（認可先/

本人/公社） 
共通事項（認可先/

本人/公社） 
 

 

添付書類 

【個人/農法/一般法】 

（公社/市町村（農

委）/本人） 

添付書類 

【個人/農法/一般法】 

（認可先/本人/公

社） 

添付書類 

【個人/農法/一般法】 

（認可先/本人/公

社） 

 

 様式第８号の２ 様式第８号の２ 様式第８号の２  

公社借入代金支払

明細書（本人/公社） 
振替依頼書 

（公社/農協） 
振替依頼書 

（公社/農協） 
振替依頼書 

（公社/農協） 
 

 振替届出書 振替届出書 振替届出書  

契約内容及び個人情

報の取扱い確認書 
承諾書 承諾書 承諾書 ※３ 

組合員資格得喪通

知書 
組合員資格得喪通

知書 
組合員資格得喪通

知書 
組合員資格得喪通

知書 
※３ 

様式第７号の２    
 

チェックリスト チェックリスト チェックリスト チェックリスト 
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１.２ システムの運用 

   システムの運用の流れは、次のとおりです。 

 

①  各帳票作成支援システムを開き、各シートに必要事項を入力し、「帳票ファイル

一括作成」ボタン押下にて帳票ファイル（７号・８号・９号・15 号）を一括して作

成します。 

②  ①で作成した帳票ファイル（７号・８号・９号・15 号）を開き、入力内容を確認

し、「用紙の一括印刷」ボタン押下にて各種帳票を印刷します。 

③  ②で印刷した各種帳票と必要となる添付書類を機構へ提出するとともに、作成し

た帳票ファイル（７号・８号・９号・15 号）のデータファイルをメールやファイル

転送システム※1等で機構に提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：農地中間管理事業専用の大容量ファイル転送システム 
※２：出し手・受け手の契約情報を管理・検索するシステム 

 
＜参考：Excel のバージョンについて＞ 
  システムの動作条件は以下となります。 

   Microsoft Office Excel 2007 

   Microsoft Office Excel 2010 

   Microsoft Office Excel 2013 

   Microsoft Office Excel 2016 

   Microsoft Office Excel 2019 

     「Microsoft® Office Excel®」は、Microsoft Corporation の、商標または登録商標です。 

Excel 
帳票作成システム_7・8
号.xlsm 

Excel 
様式 7 号-〇-〇.xlsm 
様式 8 号-〇-〇.xlsm 

Excel 
帳 票 作 成 シ ス テ ム _9
号.xlsm 

Excel 
様式 9 号-〇-〇.xlsm 

各種帳票 各種帳票 

○ 農地中間管理システム※2への読み込み 

○ 集計表の作成 

Excel 
帳票作成システム _15
号.xlsm 

Excel 
様式 15号-〇-〇→〇.xlsm 

各種帳票 

① 入力ファイル作成 

② 帳票ファイル確認 
  ・ 
一括印刷 

③ 書類提出・データファイル提出 
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１.３ システムの構成 

（１）フォルダ構成 

「帳票作成支援システム」フォルダ内は、次のファイル等で構成されています。 

 

  

    
 

（２）帳票ファイルの作成場所 

帳票ファイル（７号・８号・９号・15 号）は、「帳票作成支援システム」フォルダ内に

作成されます。 

 

作成された帳票ファイルは、保存先を変更しても構いません。 

 

（３）作業前（Excel 設定）の基本操作 

帳票作成支援システムは、Excel 内にプログラム（マクロ）を組み込んでいるため、

Excel 設定によってはセキュリティ強化機能にて毎回、コンテンツ確認や編集有効(有効

にしないと Excel 操作不可)確認メッセージが表示されます。 

 

 

         

 

このように「セキュリティの警告」のメッセージが表示されますので、マクロを有

効化するため、「コンテンツの有効化」ボタンをクリックしてください。 

 

 

 

 

また、インターネット上にあるファイルを開こうとした場合やメールに添付され

たファイルを開こうとした場合に「保護されたビュー」のメッセージが表示されます

ので、「編集を有効にする」ボタンをクリックしてください。 

この構成を変更した場合は正常に

動作しなくなりますので、ファイル

の削除や移動は行わないでください 
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第２章 帳票ファイル作成について 

２．１ 操作手順（様式第７号・８号） 

「帳票作成システム_7・8 号.xlsm」ファイルを起動し、次のとおり入力します。 

なお、入力項目のうち、グレー網掛けで文字青色のものは全て自動入力されるため、手

入力は不要です。 

また、契約期間が複数（例：10 年と 15 年）となる場合、本ファイルも複数作成する必要

がありますので、御注意ください。 

（１）基本情報・ファイル作成 

「基本情報・ファイル作成」シートを選択し、次の項目について入力してください。 

 

項目 入力方法 

１ 農業公社理事長 ・公社理事長名を入力済 

２ 市町村名 ・市町村名を入力（例：○○市） 

３ 市町村名（郡名入り） ・「市町村名」から自動入力 

４ 市町村長名 ・市町村長名を入力。姓と名の間に全角スペースを１つ挿入 

５ 農業委員会名 ・「市町村名」から自動入力 

６ 市町村長申出日 ・機構へ同意依頼する年月日を入力 

７ 農委総会日 ・農業委員会総会の開催年月日を入力 

８ 市町村公告日 ・総会後、市町村が集積計画を公告する年月日を入力 

９ 借入・貸付始期 ・市町村公告日の翌日を入力 

10 借入・貸付終期 
・「借入・貸付始期」から契約期間が経過した年月日を入力 

 （10 年契約の場合は、10 年後の「市町村公告日）） 

11 契約期間 ・自動入力。計算方法は「農地中間管理事業の事務処理手引き」
を参照。 

 

データ入力 

機構関連事業の場合入力 
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また、機構関連事業の実施農地の場合、様式７号の２「機構関連事業について」の説明

者に係る次の項目について入力してください。 

項目 入力方法 

１ 業務受託機関名 
・説明者の所属機関名を入力 

（例：○○市●●課、○○市地域農業再生協議会） 

 

（２）出し手情報 

「出し手情報」シートを選択し、次の項目について入力してください。 

なお、出し手情報は最大 150 人分入力可能です。 

 

項目 入力方法 

１ 整理番号 

・市町村の契約管理に使う整理番号で、市町村毎に付番。 

・桁数は、最大９桁で、記号（－,/.@ 等）は使用不可。 

 市町村番号＋１（借入）＋番号 ⇒ １５ １ ０２０００１ 

・１度に複数の帳票ファイルを作成することができるが、契約毎
に異なる番号を使用し、同じ番号は使わない 

２ 

出
し
手
情
報 

氏名又は名称 
・個人名は姓と名の間に全角スペースを１つ挿入 

・法人は名称を略さずに入力 ×：（農）→○：農事組合法人 

３ フリガナ ・フリガナは半角カタカナで入力 

４ 代表者役職 氏名 ・役職と姓の間、姓と名の間に全角スペースを各１つ挿入 

５ 郵便番号 ・半角ハイフンをつけて入力（例：010-0951） 

６ 
市町村 

大字～番地 

・郡が付く場合は、町村前に郡名も入力（例：南秋田郡） 

・大字～番地は、ハイフンで略さず「番地」を入力。方書も入力 

７ 電話番号 ・市外局番から入力（例：018-1234-1234） 

８ 生年月日 
・日付データで入力し、和暦で表示 

（例：1960/1/1→昭和 35 年 1月 1 日） 

データ入力 
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９ 代金受領 
・賃借料は、原則本人受領となるので「１」を入力 

・やむを得ない事由に限り、代理受領「２」※成年後見人等 

10 

振
込
先
口
座
情
報 

金融機関名 ・金融機関名のみで、「○○銀行」や「○○農協」とはしない 

11 金融機関区分 
・金融機関区分に、農協は「１」、銀行は「２」、信用金庫は「３」、        

信用組合は「４」、労働金庫「５」を入力 

12 店舗名 ・店舗名のみで、「○○支所」や「○○支店」とはしない 

13 店舗区分 
・店舗区分に、本所は「１」、本店は「２」、支所は「３」、支店

は「４」、出張所は「５」を入力 

14 金融機関コード ・金融機関コードは４桁の数字を入力 

15 店舗コード ・店舗コードは３桁の数字を入力 

16 口座の種類 ・口座の種類に、普通「１」、当座「２」、その他「３」を入力 

17 口座番号 ・口座番号は７桁の数字を入力 

18 
譲渡申出の 

事由 

・離農は「１」、規模縮小は「２」、労働力不足は「３」、耕作不
便は「４」、農地借換は「５」、経営転換の内、畑作は「６」、
畜産等は「７」、果樹は「８」、法人への参加は「９」、生産調
整は「10」、資金調達は「11」、その他は「12」を入力。なお、
その他の場合、右欄にその内容を入力 

・項目のうち、「4.耕作不便」は、遠隔地や飛び地を手放し作業
の効率化を目的とする場合。「5.農地借換」は、分散錯圃の解
消に繋がるような農地の交換を行う場合。「6-8.経営転換」は、
販売を目的とした畑作、または、畜産、果樹が主な農業収入と
なる場合。「9.法人への参加」は、法人へ農地を貸付け、自ら
も構成員となる場合（法人に貸付け、離農する場合は、「離農」
を選択）。「11.資金調達」は、住宅ローン、負債整理、療養費
等の資金調達を目的とする場合 

19 
自作地 
借入地 
貸付地 

・農地台帳を参照し、水田、畑、樹園地、採草放牧地それぞれの
契約前の面積を㎡単位で入力 

20 

別表１の記載事項 

・修繕又は改良工事名 
・甲及び乙並びに土地所

有者の費用に関する支
払い区分の内容 

・甲及び乙の支払額につ
いての土地所有者の償
還すべき額及び方法 

・費用負担について、共通事項に記載の内容以外の取り決めをす
る場合は入力 

・出し手１契約につき、２段分の入力が可能 

・受け手の共通事項についても、同様の記載となるよう注意 

21 

別表２の記載事項 

・賦課金等の種類 
・負担区分 

(実質負担)  

・費用負担について、共通事項に記載の内容以外の取り決めをす
る場合は入力 

・出し手１契約につき、２段分の入力が可能 

・受け手の共通事項についても、同様の記載となるよう注意 
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22 

その他 

権利関係等 

・差押等 
・抵当権 
・所有権移転請求権 

仮登記等 
・賦課金滞納 
・相続未定 
・耕作の放棄 

・一筆でも該当するものがあれば、有「１」、全く該当なしは、
無「２」 

・「地役権」は借入可能 

・「抵当権」は受け手の承諾書、「地上権」は権利者の同意印があ
れば、借入可能 

・「差押」、「売買の仮登記」、「賦課金滞納」、「相続未定」、「耕作
の放棄」は借入不可 

23 契約区分 
・新規契約は「１」、再契約は「２」、機構関連事業に係る撤

回後の再契約は「３」、上記のいずれかが混在は「８」を入

力 

24 
整理番号＋氏名又は 

名称 
・作業列のため入力不要（自動入力） 

 

（３）受け手情報 

「受け手情報」シートを選択し、次の項目について入力してください。 

なお、受け手情報は最大 50 経営体分入力可能です。 

また、次の項目の中で、「農業法人」は「農地所有適格法人」、「一般法人」はその他の

法人が受け手の場合に入力が必要となる項目です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 入力方法 

１ 整理番号 

・市町村の契約管理に使う整理番号で、市町村毎に付番。 

・桁数は、最大９桁で、記号（－,/.@ 等）は使用不可 

 市町村番号＋２（貸付）＋番号 ⇒ １５ ２ ０２０００１ 

・１度に複数の帳票ファイルを作成することができるが、契約毎
に異なる番号を使用し、同じ番号は使わない 

２ 

受
け
手
情
報 

管理番号 ・作業列のため入力不要 

３ 氏名又は名称 
・個人名は姓と名の間に全角スペースを１つ挿入 

・法人は名称を略さずに入力 ×：（農）→○：農事組合法人 

４ フリガナ ・フリガナは半角カタカナで入力 

５ 
代表者役職 

氏名 
・役職と姓の間、姓と名の間に全角スペースを各１つ挿入 

データ入力 
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６ 郵便番号 ・半角ハイフンをつけて入力（例：010-0951） 

７ 
市町村 

大字～番地 

・郡が付く場合は、町村前に郡名も入力（例：南秋田郡） 

・大字～番地は、ハイフンで略さず「番地」を入力。方書も入力 

８ 電話番号 ・市外局番から入力（例：018-1234-1234） 

９ 生年月日 

・日付データで入力し、和暦で表示 

（例：1960/1/1→昭和 35 年 1月 1 日） 

・法人の場合、不要 

10 性別 
・個人の場合、男性は「１」、女性は「２」を入力 

・法人の場合、不要 

11 
定款変更の 

有無 

・個人の場合、不要 

・法人で変更がない場合は「１」、初めての契約または定款に変
更がある場合は、空欄 

12 

引
き
落
と
し
口
座
情
報 

農協名 
・引落しは、農協口座のみ可能 

・農協名のみで、「○○農協」とはしない 

13 店舗名 ・店舗名のみで、「○○支所」や「○○支店」とはしない 

14 店舗区分 
・店舗区分に、本所は「１」、本店は「２」、支所は「３」、支店

は「４」、出張所は「５」を入力 

15 
金融機関 

コード 
・金融機関コードは４桁の数字を入力 

16 店舗コード ・店舗コードは３桁の数字を入力 

17 口座の種類 ・口座の種類に、普通「１」、当座「２」、その他「３」を入力 

18 口座番号 ・口座番号は７桁の数字を入力 

19 

受
け
手
の
農
業
者
種
別
等 

農業者種別 
・「認定農業者」、「農地所有適格法人」、「認定就農者」、「基

本構想水準到達者」、「新規参入者」の該当するもの全てに「１」
を入力 

20 
人・農地 

プラン 
・掲載は「１」、未掲載は「２」を入力 

21 区域区分 ・公募区域内の農業者は「１」、区域外の農業者は「２」を入力 

22 
貸付決定 

ルール 

・該当するもの全てに「１」を入力 

【基本原則】 

①借受希望者の経営規模の拡大又は分散錯圃の解消に資する
ものである 

 ②既に効率的かつ安定的な農業経営を行っている農業者の経
営に支障を及ぼすものではない 

 ③借受希望者が新規参入者である場合は、効率的かつ安定的な
農業経営を目指すことができるよう配慮されている 
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④地域農業の健全な発展を旨としつつ、借受希望者のニーズを
踏まえた公平・適正な調整である 

【利用権の交換】 

⑤集約化等の観点から行う、担い手相互間又は担い手・非担い
手間での利用権の交換  

⑥集落営農の構成員が、当該集落営農に利用させることを目的
として機構に農地を貸し付ける 

【複数いる場合】 

  ⑦現在の経営農地との位置関係、水利関係等 

  ⑧借受希望者の希望条件との適合性 

⑨地域農業の発展への寄与度 

【十分な担い手が居る場合】 

  ⑩現在の経営農地との位置関係、水利関係等 

  ⑪借受希望者の希望条件との適合性 

  ⑫地域農業の発展への寄与度 

23 

他
の
借
受
希
望
者
の
農
業
者
種
別
等 

氏名又は名称 
・個人名は姓と名の間に全角スペースを１つ挿入 

・法人は名称を略さずに入力 ×：（農）→○：農事組合法人 

24 農業者種別 
・「認定農業者」、「農地所有適格法人」、「認定就農者」、「基

本構想水準到達者」、「新規参入者」の該当するもの全てに「１」
を入力 

25 
人・農地 

プラン 
・掲載は「１」、未掲載は「２」を入力 

26 区域区分 ・公募区域内の農業者は「１」、区域外の農業者は「２」を入力 

27 
貸付決定 

ルール 

・該当するもの全てに「１」を入力 

【基本原則】 

①借受希望者の経営規模の拡大又は分散錯圃の解消に資する
ものである 

 ②既に効率的かつ安定的な農業経営を行っている農業者の経
営に支障を及ぼすものではない 

 ③借受希望者が新規参入者である場合は、効率的かつ安定的な
農業経営を目指すことができるよう配慮されている 

④地域農業の健全な発展を旨としつつ、借受希望者のニーズを
踏まえた公平・適正な調整である 

【利用権の交換】 

⑤集約化等の観点から行う、担い手相互間又は担い手・非担い
手間での利用権の交換  

⑥集落営農の構成員が、当該集落営農に利用させることを目的
として機構に農地を貸し付ける 

【複数いる場合】 

  ⑦現在の経営農地との位置関係、水利関係等 

  ⑧借受希望者の希望条件との適合性 

⑨地域農業の発展への寄与度 

【十分な担い手が居る場合】 

  ⑩現在の経営農地との位置関係、水利関係等 

  ⑪借受希望者の希望条件との適合性 

  ⑫地域農業の発展への寄与度 
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28 

（
個
人
・
農
業
法
人
・
一
般
法
人
共
通
） 

受
け
手
農
家
の
経
営
規
模
状
況 

農地 

採草放牧地 
・借受前の農地台帳の経営面積（㎡）を入力 

29 
主たる 

経営作物 
・作物名を入力（「水稲」など） 

30 雇用労働力 ・人日単位で入力 

31 
周辺の農用地
等 

・影響がある場合は「１」、ない場合は「２」を入力 

32 
地域との役割 
分担の状況 

・道路、水路、ため池等の共同利用施設の取り決めを遵守する場
合は「１」、遵守しない場合は「２」を入力。今後取り組む場
合は見込みを入力 

33 
機械等の所有状況 

（個人・農業法人・一般法人共通） 
・農機具台数や家畜の頭羽数を入力 

34 
雇
用
労
働
力
の
状
況
（
個
人
の
み
） 

世
帯
員
の
農
作
業
従
事
及
び 

農作業 

従事日数 
・日数を入力 

35 世帯員（男） ・人数を入力 

36 世帯員（女） ・人数を入力 

37 農業専従者 ・人数を入力。うち 15～64 歳の人数も内数で入力 

38 
主として 

農業従事 
・人数を入力。うち 15～64 歳の人数も内数で入力 

39 
従として 

農業従事 
・人数を入力。うち 15～64 歳の人数も内数で入力 

40 

（
農
業
法
人
の
み
） 

法
人
の
事
業
の
状
況 

農畜産物名 
・現在と農地取得後の粗収益の過半を超える作物の名称を入力 

・過半を超えるものがない場合は、粗収益の多い順に３つ 
例）水稲、大豆、枝豆 

41 
関連事業等 

内容 

・現在と農地取得後の法人の農業に関する事業、農業と併せ行う
林業、法人が行う共同施設の設置又は農作業の共同化に関する
事業を入力 例）農作業受託、加工販売 

42 その他 

事業内容 
・現在と農地取得後の法人のその他事業の内容を入力 

43 

及
び
事
業
計
画
（
農
業
法
人
の
み
） 

法
人
の
事
業
の
実
施
状
況 

農業 

・農業（関連事業等も含む。）と農業以外の３年前～３年目の

売上高の合計を入力 
※「農地所有適格法人報告書」より転記 

44 農業以外の 

事業 
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45 

別表１の記載事項 

・修繕又は改良工事名 
・甲及び乙並びに土地所

有者の費用に関する支
払い区分の内容 

・甲及び乙の支払額につ
いての土地所有者の償
還すべき額及び方法 

・費用負担について、共通事項に記載の内容以外の取り決めをす
る場合は入力 

・受け手１契約につき、３段分の入力が可能 

・出し手の共通事項についても、同様の記載となるよう注意 

46 

別表２の記載事項 

・賦課金等の種類 
・負担区分 

(実質負担)  

・費用負担について、共通事項に記載の内容以外の取り決めをす
る場合は入力 

・受け手１契約につき、２段分の入力が可能 

・出し手の共通事項についても、同様の記載となるよう注意 

47 契約区分 
・新規契約は「１」、再契約は「２」、機構関連事業に係る撤

回後の再契約は「３」、上記のいずれかが混在は「８」を入

力 

48 
管理番号＋氏名又は 

名称 
・マクロ実行のための作業列のため入力不要（自動入力） 

 
（４）法人構成員 

受け手に農業法人がいる場合は、「（法人構成員）」シートを選択し、次の項目について

入力してください。 

なお、法人構成員は最大 500 人分（10 法人×50 人）入力可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 
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項目 入力方法 

１ 
管理番号＋ 

氏名又は名称 

・ドロップダウンリストから該当する法人を選択 

・同一者を連続して入力する場合は、コピー＆ペーストも可能 

２ 

（
農
業
法
人
の
み
） 

法
人
構
成
員
の
状
況 

氏名・名称 ・構成員の氏名又は名称を入力 

３ 
議決権・ 

株式の数 
・株式会社、有限会社の場合に入力。聞き取り必要 

４ 権利の設定・ 

移転 

・権利の種類に「賃借権」、「使用貸借権」等を入力 

・面積にその面積（㎡）を入力 

５ 農業従事日数 ・前年実績と見込みの日数を入力 

６ 
法人と構成員
との取引関係
等の内容 

・例えば、 
法人から生産物を購入している「食品会社」 
法人から農作業を受託している「農作業受託農家」 
法人に肥料を販売する「肥料会社」 
法人と特許権の専用実施権の設定を行っている「種苗会社」等 

 

（５）法人役員 

受け手に農業法人、一般法人がいる場合は、「（法人役員）」シートを選択し、次の項目

について入力してください。 

なお、法人役員は最大 100 人分（10 法人×10人）入力可能です。 

 

項目 入力方法 

１ 
管理番号＋ 

氏名又は名称 

・ドロップダウンリストから該当する法人を選択 

・同一者を連続して入力する場合は、コピー＆ペーストも可能 

２ （
農
業
法
人
・
一
般
法
人
共
通
） 

法
人
の
業
務
執
行
役
員
の
状
況 

氏名 ・役員の氏名を入力 

３ 役職名 ・役員の役職名を入力。定款に記載はないので聞き取り 

４ 住所 ・役員の住所を入力 

５ 年間農業 

従事日数 
・前年実績と見込みの日数（事務作業を含む）を入力 

６ 年間農作業 

従事日数 
・前年実績と見込みの日数（農作業のみ）を入力 

 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 
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（６）農地情報 

「基本情報・ファイル作成」シート～「（法人役員）」シートを入力したら、「農地情報」

シートを選択し、次の項目について入力してください。 

なお、農地は最大 3,000 筆分入力可能です。 

 
項目 入力方法 

１ 

出し手 

整理番号＋ 

氏名又は名称 

・ドロップダウンリストから該当する出し手を選択 

・同一者を連続して入力する場合は、コピー＆ペーストも可能 

２ 

受け手 

管理番号＋ 

氏名又は名称 

・ドロップダウンリストから該当する受け手を選択 

・同一者を連続して入力する場合は、コピー＆ペーストも可能 

３ 

農
地
情
報 

大字 

字 

地番 

・現在事項証明書のとおり入力 

・一時利用指定の場合は、従前の筆を入力した上で、括弧書きで
入力（面積や賃貸借料が合算されないように注意する） 

４ 地目 ・登記簿は現在事項証明書、現況は農地台帳のとおり入力 

５ 面積 

・小数点第２位まで現在事項証明書のとおり入力 

・内地番で契約する場合は、備考欄に登記面積「＊＊＊㎡の内」
と入力。内地番の面積を確認できる資料（農地台帳や測量図面）
を添付 

６ 利用内容 ・「水田」、「普通畑」、「樹園地」、「農業用施設用地」等を入力 

７ 権利の種類 ・賃借権は「１」、使用貸借は「２」を入力 

８ 
10a 単価 

賃借料 

・10a 単価に円単位で金額を入力すると、賃借料に「10a 単価×
面積」で、少数点以下切り捨てとなるように自動入力 

必ず 10a 単価を入力し、賃借料への直接入力はしないこと 

・一時利用指定地がある場合は、本システムで各帳票ファイルを
作成後に、各帳票ファイルの各筆明細の最終行に直接入力し、
カッコで囲む。なお、その場合の賃借料は従前地の 10a 単価で
調整すること 

９ 

出し手以外の 

権原者等 

・住所 
・氏名又は名称 
・権限の種類 

・共有地又は相続未登記地において、共有者又は相続人が１名し
かいない場合で、集積計画に押印することで同意を得る場合、
その者の住所、氏名又は名称、権利の種類を入力 

・なお、共有者又は相続人が２名以上おり、別紙（任意様式）に
て同意書を作成し、同意を得る場合は、この欄には入力不要 

データ入力 

出し手・受け手は、 
ドロップダウンリスト 
から選択 
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10 新規・再契約 
・機構との契約が初めての場合は「１」を入力し、その他の場合

は空欄 

11 土地改良区名 

・契約する農用地等が土地改良区に含まれている場合、必須 

・最大３つの土地改良区分を同時に作成可能 

・資格得喪原因は、基本的に「利用権移転」と入力 

12 

出し手情報 

様式第８号転記用 

・住所 
・氏名又は名称 
・権限の種類 

・マクロ実行のための作業列のため入力不要（自動入力） 

 
（７）帳票ファイル作成 

① 全てのシートの必要事項を入力したら、「基本情報・ファイル作成」シートを選択

し、「帳票ファイル一括作成」ボタンを押下することで、出し手及び受け手の人数・

経営体数に応じて、帳票ファイル（様式第７号及び８号）が作成されます。 

  ファイル名は、「様式 7 号-整理番号-出し手氏名又は名称.xlsm」、「様式 8 号-整理

番号-受け手氏名又は名称.xlsm」となります。 

② 任意の出し手又は受け手の帳票ファイルを作成する場合は、出し手の整理番号＋

氏名又は名称、受け手の管理番号＋氏名又は名称から作成したい者を選択し、「帳票

ファイル個別作成（出し手）」または「帳票ファイル個別作成（出し手）」ボタンを押

下してください。 

③ 「対照表作成」ボタンを押下すると、本システムに入力した出し手・受け手情報と

筆数、面積、賃貸借料をまとめた対照表を「帳票作成支援システム」フォルダ内に出

力可能ですので、当月の契約件数等の確認に御活用ください。 

 ※①～③の各ボタンを押下した際に、既にファイル

が存在する場合、確認画面が表示されますので、

「上書き保存」、「別名で保存」、「スキップ」（また

は「キャンセル」）のいずれかを選択してください。 

④ 入力した全ての情報を削除したい場合は、「全ての情報を削除」ボタン、各シート 

の情報を削除したい場合は、「出し手情報を削除」、「受け手情報を削除」、「法人構成

員を削除」、「法人役員を削除」、「農地情報を削除」のいずれかを押下してください。 

 

 

①帳票ファイル一括作成 

②帳票ファイル個別作成 

①の操作により自動入力 

③対照表作成 

④データ削除 
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 ※③の対照表の例 

 

２．２ 操作手順（様式第９号） 

「帳票作成システム_9号(区域外).xlsm」ファイルを起動し、次のとおり入力します。 

（１）基本情報・ファイル作成 

「基本情報・ファイル作成」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」

の（１）と同様に入力します。 

ただし、「農業委員会名」、「農委総会日」の項目は入力不要のため、ありません。 

また、「市町村公告日」は「県公告日」、「借入・貸付始期」、「借入・貸付終期」は、そ

れぞれ「貸付始期」、「貸付終期」に項目名が変更されているため、御注意ください。 

 

（２）受け手情報 

「受け手情報」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」の（３）と

同様に入力します。 

ただし、「契約区分」については、新規契約は「１」、中間保有地を新たな受け手に再

配分は「４」、知事裁定により所有者確知不能農地を契約は「５」、知事裁定により所有者

確知不能農地を再契約は「６」、機構関連事業に係る期間延長は「７」、上記のいずれかが

混在は「８」を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ入力 

データ入力 
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（３）法人構成員 

受け手に農業法人がいる場合は、「(法人構成員)」シートを選択し、「２．１ 操作手順

（様式第７号・８号）」の（４）と同様に入力します。 

 
（４）法人役員 

受け手に農業法人、一般法人がいる場合は、「(法人役員)」シートを選択し、「２．１ 

操作手順（様式第７号・８号）」の（５）と同様に入力します。 

 

（５）農地情報 

「農地情報」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」の（６）と同

様に入力します。 

ただし、「出し手 整理番号＋氏名又は名称」、「出し手以外の権原者等」の項目は入
力不要のため、ありません。 

 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 

データ入力 

受け手は、ドロップダウン 
リストから選択 
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（６）帳票ファイル作成 

① 全てのシートの必要事項を入力したら、「基本情報・ファイル作成」シートを選択

し、「帳票ファイル一括作成」ボタンを押下することで、受け手の経営体数に応じて、

帳票ファイル（様式第９号）が作成されます。 

  ファイル名は、「様式 9 号-整理番号(区域外)出し手氏名又は名称.xlsm」となりま

す。 

② 任意の受け手の帳票ファイルを作成する場合は、受け手の管理番号＋氏名又は名

称から作成したい者を選択し、「帳票ファイル個別作成（出し手）」ボタンを押下して

ください。 

③ 「一覧表作成」ボタンを押下すると、本システムに入力した受け手情報と筆数、面

積、賃借料をまとめた一覧表を「帳票作成支援システム」フォルダ内に出力可能です

ので、当月の契約件数等の確認に御活用ください。 

 ※①～③の各ボタンを押下した際に、既にファイル

が存在する場合、確認画面が表示されますので、

「上書き保存」、「別名で保存」、「スキップ」（また

は「キャンセル」）のいずれかを選択してください。 

④ 入力した全ての情報を削除したい場合は、「全ての情報を削除」ボタン、各シート

の情報を削除したい場合は、「受け手情報を削除」、「法人構成員を削除」、「法人役員

を削除」、「農地情報を削除」のいずれかを押下してください。 

 

 

 ※③の一覧表の例 

 

①帳票ファイル一括作成 

②帳票ファイル個別作成 

①の操作により自動入力 

③一覧表作成 

④データ削除 
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２．３ 操作手順（様式第 15 号） 

「帳票作成システム_15 号(区域外).xlsm」ファイルを起動し、次のとおり入力します。 

（１）基本情報・ファイル作成 

「基本情報・ファイル作成」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」

の（１）と同様に入力します。 

ただし、「農業委員会名」、「農委総会日」の項目は入力不要のため、ありません。 

また、「貸付終期」、「契約期間」は、「現在の受け手情報」シートに入力してください。 

加えて、「市町村公告日」は「県公告日」、「借入・貸付始期」は、「貸付始期」に項目名

が変更されているため、御注意ください。 

 

（２）現在の受け手情報 

「現在の受け手情報」シートを選択し、次の項目について入力してください。 

なお、現在の受け手情報は最大 50人分入力可能です。 

 

 

項目 入力方法 

１ 貸付終期 ・原契約の貸付終期の年月日を入力 

２ 
権利移転後の 

契約期間（年） 

・自動入力。計算方法は「農地中間管理事業の事務処理手引き」
を参照。 

データ入力 

データ入力 
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３ 

現
在
の
受
け
手
情
報 

氏名又は名称 
・個人名は姓と名の間に全角スペースを１つ挿入 

・法人は名称を略さずに入力 ×：（農）→○：農事組合法人 

４ フリガナ ・フリガナは半角カタカナで入力 

５ 代表者役職 氏名 ・役職と姓の間、姓と名の間に全角スペースを各１つ挿入 

６ 郵便番号 ・半角ハイフンをつけて入力（例：010-0951） 

７ 
市町村 

大字～番地 

・郡が付く場合は、町村前に郡名も入力（例：南秋田郡） 

・大字～番地は、ハイフンで略さず「番地」を入力。方書も入力 

８ 電話番号 ・市外局番から入力（例：018-1234-1234） 

９ 
貸付終期＋氏名又は 

名称 
・作業列のため入力不要（自動入力） 

 

（３）新たな受け手情報 

「新たな受け手情報」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」の

（３）と同様に入力します。 

ただし、「整理番号」は「組み合わせ」シートに入力してください。 

また、「契約区分」の項目は入力不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）法人構成員 

受け手に農業法人がいる場合は、「(法人構成員)」シートを選択し、「２．１ 操作手順

（様式第７号・８号）」の（４）と同様に入力します。 

データ入力 
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（５）法人役員 

受け手に農業法人、一般法人がいる場合は、「(法人役員)」シートを選択し、「２．１ 

操作手順（様式第７号・８号）」の（５）と同様に入力します。 

 
（６）農地情報 

「農地情報」シートを選択し、「２．１ 操作手順（様式第７号・８号）」の（６）と同

様に入力します。 

ただし、「出し手 整理番号＋氏名又は名称」は、「現在の受け手 貸付終期＋氏名又

は名称」に項目名が変更されているほか、「出し手以外の権原者等」及び「新規・再契約」

の項目は入力不要です。 

 
 
 
 
 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 

データ入力 

法人は、ドロップダウン 
リストから選択 

データ入力 

現在の受け手・新たな受け手は、 
ドロップダウンリストから選択 
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（７）組み合わせ 

   全てのシートの必要事項を入力したら、「組み合わせ」シートで現在の受け手と新たな

受け手の組み合わせを確認してください。 

   組み合わせに間違いなければ、「整理番号」を入力してください。整理番号が入力され

ていない場合、帳票ファイルが作成されませんので、御注意ください。 

 

（８）帳票ファイル作成 

① 「組み合わせ」シートを確認し、整理番号を入力したら、「基本情報・ファイル作

成」シートを選択し、「帳票ファイル一括作成」ボタンを押下することで、受け手の

経営体数に応じて、帳票ファイル（様式第 15 号）が作成されます。 

  ファイル名は、「様式 15 号-整理番号(区域外)現在の受け手氏名又は名称 → 新た

な受け手氏名又は名称.xlsm」となります。 

② 任意の契約の帳票ファイルを作成する場合は、整理番号から作成したい契約を選

択し、「帳票ファイル個別作成（権利移転）」ボタンを押下してください。 

③ 「一覧表作成」ボタンを押下すると、本システムに入力した現在の受け手・新たな

受け手情報と筆数、面積、賃借料、貸付終期をまとめた一覧表を「帳票作成支援シス

テム」フォルダ内に出力可能ですので、当月の契約件数等の確認に御活用ください。 

 ※①～③の各ボタンを押下した際に、既にファイルが

存在する場合、確認画面が表示されますので、「上

書き保存」、「別名で保存」、「スキップ」（または「キ

ャンセル」）のいずれかを選択してください。 

④ 入力した全ての情報を削除したい場合は、「全ての情報を削除」ボタン、各シート

の情報を削除したい場合は、「現在の受け手情報を削除」、「新たな受け手情報を削除」、

「法人構成員を削除」、「法人役員を削除」、「農地情報を削除」のいずれかを押下して

ください。 

 

 

 

 

 

組み合わせを確認 

組み合わせに間違いなければ、 
整理番号を入力 
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 ※③の一覧表の例 

 

第３章 帳票ファイルの確認について 

３．１ 入力シートの内容確認 

契約者毎に作成された帳票ファイルを開き、帳票作成支援システムに入力した内容が、

「入力シート」に記載されていることを確認します。 

なお、灰色網掛け・青字部分は、数式またはマクロにより、「入力シート」に入力され

た内容を基に自動入力される項目ですので、入力不要です。 

また、（１）～（４）に図示した項目のうち黄色網掛け部分は、直接、「入力シート」へ

の入力が必要となり、また、水色網掛け部分は、入力不要となります。該当項目と入力方

法については、「３．２ 直接入力の必要な項目」、「３．３ 入力不要項目」を参照して

ください。 

内容確認、入力作業が終了後、該当農地情報の右側にある

「印刷範囲調整」ボタンを押下します。 

①帳票ファイル一括作成 

②帳票ファイル個別作成 

①の操作により自動入力 

③一覧表作成 

④データ削除 
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（１）様式第７号 

直接、入力が必要 
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（２）様式第８号 

 

 

 

 

ﾉｳｼﾞｸﾐｱｲﾎｳｼﾞﾝｼﾓﾀﾞﾌｧｰﾑ
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直接、入力が必要 
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（３）様式第９号 
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直接、入力が必要 
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（４）様式第 15号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入力不要（公社で入力） 
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３．２ 直接入力の必要な項目 

帳票ファイルの「入力シート」に直接入力が必要な項目と入力方法については、次のと

おりです。 

○各様式共通 

書類 項目 入力方法 

得喪通知 
（准組合員用） 

准組合員制度を使用

する改良区の場合、 

それぞれ負担者を 

入力 

経常賦課金  准組合員制度を導入している土

地改良区の場合に入力。 

負担者が耕作者は「１」、所有

者は「２」  

維持管理賦課金 

事業償還賦課金 

 

３．３ 入力不要項目 

帳票ファイル（様式第 15 号）の「既貸付契約コード」及び「権利移転筆数」は、「農地

中間管理システム」への取り込みに必要となるものであり、公社で入力しますので、入力

不要です。 

なお、様式第７号・８号・９号には、入力不要項目はありません。 

  

直接、入力が必要 
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第４章 帳票の印刷・プレビューについて 

４．１ 帳票ファイルの印刷・プレビュー 

帳票ファイルから各種帳票を印刷する際は、「メイン」シートにある「用紙の一括印刷」

ボタンを押下します。なお、様式第８号、９号、15 号の場合は、該当する農業者種別（個

人、農業法人、一般法人）のボタンを押下してください。 

なお、９号、15 号において、一括印刷ボタンを押下した際に、次のようなメッセージ

が出ますが、「はい(Y)」を押下して、続行してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その後、印刷フォームが表示されますので、必要な帳票にチェックを入れ、「印刷」ボ

タンを押下します。 

また、必要な帳票にチェックを入れ、「プレビュー」ボタンを押下することで、印刷プ

レビューの表示も可能です。 

 

（１）様式第７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「はい」を押下して続行 
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押下した農業者種別の 
ボタンに応じてチェック 
が入ります。 

（２）様式第８号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）様式第９号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

押下した農業者種別の 
ボタンに応じてチェック 
が入ります。 
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押下した農業者種別の 
ボタンに応じてチェック 
が入ります。 

（４）様式第 15号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、シート別選択操作ボタンで「シートの選択」より、該当する帳票を選択し、「選

択シートの印刷」ボタンを押下することで印刷、「印刷プレビュー」ボタンを押下するこ

とで印刷プレビューの表示が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．２ エラーメッセージについて 

「メイン」シートにある「用紙の一括印刷」ボタンを押下した際に、以下の項目が未入

力の場合、エラーメッセージが表示されますので、該当項目の入力欄を確認の上、漏れな

く入力してください。 

 

（１）様式第７号 

   「整理番号」、「フリガナ」、「口座情報」、「支払明細書の 

その他権利関係等」 

 

（２）様式第８号・９号・15 号 

   「整理番号」、「フリガナ」、「口座情報」、「マッチング案

Ａの人・農地プラン」、「受け手農家の経営規模状況」、「機

械等の所有状況」 

   ※ただし、９号・15 号の「マッチング案Ａの人・農地  

プラン」については、そのままで可（P.30 参照）。 


